
若手医師に対する研修支援事業費補助金交付要領 

 

 

（趣 旨） 

第１条 県の交付する若手医師に対する研修支援事業費補助金（以下「補助金」という。）

については、当該年度の予算の範囲内において交付するものとし、栃木県補助金等交付

規則（昭和３６年栃木県規則第３３号。以下「規則」という。）に規定するもののほか、

この要領の定めるところによる。 

 

（補助対象事業） 

第２条 この要領において、補助の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、若

手医師に対する研修支援事業実施要綱（平成２６年５月１２日付け医政第２２９号。以

下「実施要綱」という。）第３条に定める事業とする。 

 

（交付の相手方） 

第３条 この要領において、補助を受けることができる者は、実施要綱第２条に定める者

とする。 

 

（補助対象経費） 

第４条 この補助金の対象とする経費は、別表の第３欄に定める経費とする。 

 

（補助金の額） 

第５条 この補助金は、次に定める（１）及び（２）により算出された額を、県の予算の

範囲内において交付するものとする。だたし、算出された額に1,000円未満の端数が生

じた場合には、これを切り捨てる。 

（１）別表の第１欄に掲げる事業区分毎に、第２欄に定める基準額と第３欄に定める対

象経費の実支出額とを比較して少ない方の額を選定する。 

（２）（１）により選定した額と当該事業に要する総事業費から現在所属する医療機関

から支給される助成金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額に、

別表の第４欄に定める補助率を乗じて得た額を交付額とする。 

 

（交付の条件） 

第６条 規則第６条の規定による条件は、次に掲げるとおりとする。 

（１）交付対象事業に要する経費の配分の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、

知事の承認を受けなければならない。 

（２）補助事業の内容を変更（軽微な変更を除く。）する場合には、知事の承認を受け

なければならない。 

（３）補助事業を中止し、又は廃止（一部の中止又は廃止を含む。）する場合には、知

事の承認を受けなければならない。 

（４）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難になった場



合には、速やかに知事に報告してその指示を受けなければならない。 

（５）補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出につ

いて証拠書類を整理し、当該帳簿及び証拠書類を補助事業の完了の日（補助事業の

中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了

後５年間保管しておかなればならない。 

（６）この補助金の交付と対象経費を重複して、他の補助金等の交付を受けてはならな

い。 

（７）補助事業完了後、実施要綱第２条第５号の要件を満たさなくなる可能性が明らか

になった場合には、ただちに知事に協議しなければならない。 

（８）補助事業完了後、実施要綱第２条第５項の要件を満たした場合には、勤務完了報

告書に関係書類を添えて知事に提出するものとする。 

 

（軽微な変更） 

第７条 前条第１号及び第２号にいう軽微な変更とは、次に掲げる変更以外の変更をい

う。 

（１）２０パ－セント以上の事業費又は事業量の変更をすること。 

（２）事業主体を変更すること。 

（３）事業種目を変更し、又は廃止すること。 

 

（申請手続） 

第８条 この補助金の交付の申請は、規則の別記様式第１による交付申請書に別に定める

書類を添えて、知事が別に定める日までに在籍する医療機関を経由して知事に提出する

ものとする。 

 

（変更の承認又は追加交付申請） 

第９条 第６条第１号から第３号の規定に基づく知事の承認を受けようとする場合には、

別に定める変更承認申請書に変更内容及び理由を記載した書類を添付して、速やかに知

事に提出しなければならない。 

２ この補助金の交付決定後の事情の変更により申請の内容を変更して追加交付申請を

行う場合には、変更承認申請書に変更内容及び理由を記載した書類を添付して、交付申

請の手続に従い知事に提出しなければならない。 

 

（実績報告） 

第１０条 この補助金の実績報告は、規則の別記様式第２による実績報告書に関係書類を

添えて、事業の完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、当該承認通知

を受理した日）から起算して１月を経過した日又は知事が別に定める日のいずれか早い

日までに在籍する医療機関を経由して知事に提出するものとする。 

 

（請求手続） 

第１１条 この補助金の交付の請求は、規則の別記様式第４による請求書に交付決定通知



書の写しを添えて、知事が別に定める日までに知事に提出するものとする。 

 

（交付決定の取消・返還） 

第１２条 補助の条件に従わなかったとき、また、補助金の不正使用若しくは不正受給が

あったとき、その他補助事業において不正行為があったと認められた場合は、知事は、

補助金の交付決定を取り消し、既に交付した補助金の全部または一部の返還を命じるも

のとする。 

 

（その他） 

第１３条 特別の事情により、第８条から第１１条に定める手続きによることができない

場合には、あらかじめ知事の承認を受けてその定めるところによるものとする。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２６年度分の補助金から適用する。 

２ この要綱は、令和８年３月３１日限りその効力を失う。 

 

 

別表 

１ 事業区分 ２ 基準額 ３ 対象経費 ４ 補助率 

国外研修 

（国外の先進的な医療

機関等で行う３月以上

の研修） 

 

 

1,000千円  国外又は県外の先進的な医療

関等における研修に必要な次

に掲げる経費 

（１）現住所から研修先医療

機関等までの往復旅費  

（２）住居費（家賃等賃借料、

敷金、手数料、負担金等） 

（３）研修費（受講料、書籍

購入費、消耗品費、通信

運搬費、手数料、使用料、

負担金等）  

（４）その他知事が特に必要

と認める経費  

10分の10 

県外研修 

（県外の先進的な医療

機関等で行う３月以上

の研修） 

 

 

 

500千円  

 


